
1　事業の概要

①　成果目標（H24)

②　事業内容

　国庫支出金

　県　債

　その他（　　　　　　）

　一般財源

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

80%

80%

H25.3末

85.7%

達成

達成

消耗品費 直接 ・普通課程、短期課程の教材費等 32,825 32,825 32,244

Ｈ２４
H25

目標

現況

（見込）
目標 成果 達成状況

原材料費 直接

98,679

80%

H25.4始

84.5%

342 639

・普通課程、短期課程の原材料費等 4,541 4,508 4,541

136 136

423 380 423

合計 91,102 80,726 85,500

91,102 85,500

80%

普通課程修了生の就職率80%を目標とする。

普通課程の定員充足率80%を目標とする。

新規学卒者、離転職者等を対象に、就業に必要な基礎的な技能・知識習得のための１～２年間の職業訓練（６月の短期課程を含む施設

内訓練）を実施することにより、 県産業界の基盤を担う技能者の育成と就業の促進を図る。

・少子化（若年層の労働力人口の減少）、高学歴化（大学全入時代）、若者のものづくり離れ等により、本県経済を支える製造業等におい

て若年技能者が不足している。

・このため、新規学卒者、離転職者等を対象に、企業ニーズ、受講ニーズに即した職業訓練を実施する必要がある。

成果目標の達成状況

項目

修了生の就職率

定員充足率
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事　業　名 １・２年課程訓練事業費１・２年課程訓練事業費１・２年課程訓練事業費１・２年課程訓練事業費

担

当

課

部局 商工労働部

実施期間 Ｓ１３ ～

H24.4始
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課・室 人材育成課
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計画
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施策の総合的展開

１－１信州をけん引するものづくり産業の振興

４人材の育成・確保

１－６職業能力の開発と安心できる雇用・就業環境づく

り

１職業能力開発の推進

県が関与

する理由

□法令等義務 □内部管理 ■県でなければ実施不可　【左記の説明、根拠法令等】

□民間、市町村でも実施可能だが、県関与の必要性有 国庫補助を有効活用しながら実施することが効果的である

職業能力開発促進法第15条の６、第９次長野県職業能力開発計画、長野県ものづくり産業振興戦略プラン

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

目指す姿

現状

就職後援会講師の配置 直接

事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H24事業実績

H24 H25

（当初） （決算） （当初）

外部講師の配置 直接

・講師の報酬、労働対価分交通費相当額

・講師の共済費、児童手当拠出金

52,538 42,535 47,517

複写機使用料 直接 ・経常経費 136

・講師謝金

・費用弁償

639

合計（A) 94,880

郵便料等 直接 ・経常経費

85,500

H22.3末

74.6%

予

算

額

前年度繰越

当初予算 101,622

補正予算 -6,742 -10,003 -7,739

88,676 83,363

Aの

財源

23,562 16,422 21,327 24,483

28,784 28,973 27,085 30,788

42,534 43,281 34,951 30,229

概　算

人件費
0

74,656 75,205 80,726

今後、事業

をどのよう

にしていき

たいか。

　　□ 事業を実施しない　　　　　□ 事業を見直して実施　　　　　■ 事業を現行どおり実施

現在の訓練体制を維持しつつ、地域ニーズに応じた柔軟なカリキュラムの見直し、設備の充実を図り県内産業に求められる、さらなる人材

育成を目指す。

目標に対

する成果

の状況

目標項目についてはいずれも達成できた。特に定員充足率については、大幅に改善した。

引き続き目標達成に向けた方策を実施していく。

 概算事業費（B（A）+C） 74,656 75,205 80,726 85,500
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